
令和７年度

一般会計第１２号補正予算書

京都府与謝郡与謝野町





議案第１７号

令和７年度与謝野町一般会計補正予算(第１２号)

令和７年度与謝野町一般会計補正予算（第１２号）は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額からそれぞれ５０，７５２千円を減額し、歳入歳

出予算の総額をそれぞれ１４，３７４，３２２千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。

令和８年３月３日提出

与謝野町長 山 添 藤 真
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第２表　繰　越　明　許　費　補　正

(追　加)

3

3 2

1

2

3

6

(変　更)

3

10 5

11 3

　（単位：千円）

空 家 等 対 策 事 業 600

電算システム管理運営業務 14,307

戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

戸籍住民基本台帳一般経費 3,056

民 生 費 児 童 福 祉 費
物 価 高 対 応 子 育 て
応 援 手 当 支 給 事 業

202

農 業 費 農 業 用 施 設 維 持 管 理 事 業 106,201

林 業 費 治 山 事 業 30,280

消 防 施 設 等 整 備 事 業 14,025

防災行政無線維持管理事業 2,962

中 学 校 費 中 学 校 組 合 負 担 金 45,569

公 民 館 管 理 運 営 事 業 2,585

知 遊 館 管 理 運 営 事 業 1,232

保 健 体 育 費 学校給食センター施設整備事業 504,518

(単位：千円)

金 額

補正前 補正後

道 路 維 持 管 理 事 業 30,000 38,594

道 路 新 設 改 良 事 業 21,000 28,300

河 川 費 河 川 改 修 事 業 13,700 42,100

教 育 費 社 会 教 育 費 古 墳 公 園 管 理 運 営 事 業 1,700 1,100

災 害 復 旧 費
公 共 土 木 施 設
災 害 復 旧 費

道路橋りょう災害復旧事業 4,200 11,662

款 項 事　　業　　名 金 額

1 総 務 費

1 総 務 管 理 費

6 農 林 水 産 業 費

9 消 防 費 1 消 防 費

10 教 育 費 5 社 会 教 育 費

款 項 事　　業　　名

8 土 木 費

2 道 路 橋 り ょ う 費
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第３表　債　務　負　担　行　為　補　正

(変　更)

第４表　地　方　債　補　正　
(変　更)

　（単位：千円）

補　正　前 補　正　後

期　　　間 限　　度　　額 期　　　間 限　　度　　額

野 田 川 認 定 こ ど も 園
木材調達コーディネート業務委託

令和８年度から
令和９年度まで

6,736
令和７年度から
令和９年度まで

11,086 

　（単位：千円）

限度額

補正前 補正後

農 業 用 施 設
整 備 事 業 債

    111,500    114,100 

道 路 整 備 事 業 債      60,100     52,400 

河 川 等 整 備 事 業 債      48,900     39,600 

都 市 下 水 路
施 設 整 備 事 業 債

     10,000      9,000 

消防施設整備事業債      26,900     26,000 

小 学 校 施 設
整 備 事 業 債

     27,900     27,600 

社 会 教 育 施 設 等
整 備 事 業 債

      1,700      1,100 

合　　　計     287,000    269,800 

事　　　　　　項

起債の目的 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

証 書 借 入 れ
又 は
証 券 発 行

 年５.０％以
内

（ただし、利
率見直し方式
で借入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構並びに
銀行等縁故資
金について、
利率見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金について
は、その融通条件に
より、銀行その他の
場合には、その債権
者と協定するものと
する。
　ただし、町財政の
都合により据置期間
及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若
しくは低利に借換え
することができる｡
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給与費明細書
1　特　別　職

（単位：千円）

（人）

7,600

(3.425月分)

15,872

(3.425月分)

その他の
特 別 職

59,419 0 0 0 59,419 0 59,419

計 18 105,740 22,016 23,472 9,964 161,192 19,314 180,506

7,600

(3.425月分)

16,212

(3.425月分)

その他の
特 別 職

59,701 0 0 0 59,701 0 59,701

計 18 106,021 22,016 23,812 9,964 161,813 19,314 181,127

その他の
特 別 職

△ 282 0 0 0 △ 282 0 △ 282

計 0 △ 281 0 △ 340 0 △ 621 0 △ 621

2　一　般　職
　(1)　総　括

（単位：千円）

（人）

226

(399)

227

(400)

△ 1

(△1)

区　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特　　殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

休　　日
勤務手当

管 理 職
手　　当

補正後 24,570 36,471 9,356 12,341 338 53,045 1,157 910 329 17,036

補正前 24,570 36,471 9,456 12,341 632 54,745 1,157 906 329 17,036

比　較 0 0 △ 100 0 △ 294 △ 1,700 0 4 0 0

区　分 期末手当 勤勉手当 児童手当
退職手当
（負担金）

退職手当
（特別負担金）

単身赴任
手　　当

計

補正後 308,935 252,234 16,650 113,077 36,530 0 882,979

補正前 319,509 261,925 16,650 113,077 26,480 0 895,284

比　較 △ 10,574 △ 9,691 0 0 10,050 0 △ 12,305

※（ ）内は短時間再任用職員及びパートタイム会計年度任用職員の合計数で外書きである。

給　　　与　　　費

給　　　与　　　費

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料

期末手当
（年間支給率）

その他
の手当

計

補正後

長　等 3 0 22,016 9,964 39,580 6,088 45,668 教育長を含む

議　員 15 46,321 0 0 62,193 13,226 75,419

補正前

長　等 3 0 22,016 9,964 39,580 6,088 45,668 教育長を含む

議　員 15 46,320 0 0 62,532 13,226 75,758

比　較

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0 教育長を含む

議　員 0 1 0 △ 340 0 △ 339 0 △ 339

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 654,332 860,115 882,979 2,397,426 411,544 2,808,970

補正前 684,097 861,715 895,284 2,441,096 422,719 2,863,815

比　較 △ 29,765 △ 1,600 △ 12,305 △ 43,670 △ 11,175 △ 54,845

職員手当
の 内 訳
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　　　　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（人）

226

(1)

227

(1)

△ 1

(0)

区　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特　　殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

休　　日
勤務手当

管 理 職
手　　当

補正後 24,570 36,471 9,356 12,341 338 53,045 1,157 910 329 17,036

補正前 24,570 36,471 9,456 12,341 632 54,745 1,157 906 329 17,036

比　較 0 0 △ 100 0 △ 294 △ 1,700 0 4 0 0

区　分 期末手当 勤勉手当 児童手当
退職手当
（負担金）

退職手当
（特別負担金）

単身赴任
手　　当

計

補正後 203,942 163,890 16,650 113,077 36,530 0 689,642

補正前 206,542 166,690 16,650 113,077 26,480 0 687,082

比　較 △ 2,600 △ 2,800 0 0 10,050 0 2,560

※（ ）内は短時間再任用職員数で外書きである。

　　　　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（人）

0

(398)

0

(399)

0

(△1)

区　分 期末手当 勤勉手当 計

補正後 104,993 88,344 193,337

補正前 112,967 95,235 208,202

比　較 △ 7,974 △ 6,891 △ 14,865

※（ ）内はパートタイム会計年度任用職員数で外書きである。

給　　　与　　　費

給　　　与　　　費

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 0 860,115 689,642 1,549,757 281,584 1,831,341

補正前 0 861,715 687,082 1,548,797 281,884 1,830,681

比　較 0 △ 1,600 2,560 960 △ 300 660

職員手当
の 内 訳

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 654,332 0 193,337 847,669 129,960 977,629

補正前 684,097 0 208,202 892,299 140,835 1,033,134

比　較 △ 29,765 0 △ 14,865 △ 44,630 △ 10,875 △ 55,505

職員手当
の 内 訳
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　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細
（単位：千円）

増減額

給料 △ 1,600 △ 1,600

職員手当 2,560 2,560 扶養手当 0

地域手当 0

住居手当 △ 100

通勤手当 0

特殊勤務手当 △ 294

時間外勤務手当 △ 1,700

宿日直手当 0

管理職員特別勤務手当 4

休日勤務手当 0

管理職手当 0

期末手当 △ 2,600

勤勉手当 △ 2,800

児童手当 0

0

10,050 応募認定（早期退職者）分

単身赴任手当 0

　(3)　給料及び職員手当の状況
　　　　ア　職員１人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

区分 増減事由別内訳 説　　明 備　　考

その他の増減分

その他の増減分

退手組合負担金

退手組合特別負担金

区　　分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額（円） 333,470 298,893

平均給与月額（円） 370,989 320,507

平 均 年 齢（歳） 43歳4月 57歳0月

平均給料月額（円） 331,687 298,043

平均給与月額（円） 368,967 319,623

平 均 年 齢（歳） 43歳2月 56歳10月

国の制度

行政職（一） 行政職（二）

高　校　卒 200,300 223,200 200,300 223,200

短　大　卒 216,500 - 216,500 -

大　学　卒 232,000 - 232,000 -

補正後

補正前

区　　分 一般行政職 技能労務職
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　　　　ウ　級別職員数

級 職員数
　　（人）

構成比
　　（％）

級 職員数
　　（人）

構成比
　　（％）

1級 12 5.7 1級 2 14.3 

2級 18 8.5 2級 0 0.0 

3級 92 43.4 3級 12 85.7 

（1）

4級 49 23.1 

5級 28 13.2 

6級 13 6.1 

計 212 100.0 計 14 100.0 

(1)

1級 13 6.1 1級 2 14.3 

2級 22 10.3 2級 0 0.0 

3級 88 41.3 3級 12 85.7 

（1）

4級 49 23.0 

5級 28 13.2 

6級 13 6.1 

計 213 100.0 計 14 100.0 

(1)
※（ ）内は短時間再任用職員数で外書きである。

（級別の標準的な職務内容）
　一般行政職（令和7年4月1日現在）

　技能労務職

一般行政職 技能労務職

職務の級 標　準　的　な　職　務

1級  定型的な業務を行う職務

2級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

3級  主任又は主査の職務

4級
 (1)　課長、局長、次長、所長又は園長を補佐する職務
 (2)　係長の職務

5級  所長、園長又は主幹の職務

6級  参事、課長、局長又は次長の職務

職務の級 標　準　的　な　職　務

1級  定型的又は補助的な作業を行う職務

2級  技能又は経験を必要とする作業を行う職務

3級  高度の技能又は経験を必要とする作業を行う職務

区　分

補正後

補正前
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　　　　エ　期末手当・勤勉手当

※（ ）内は再任用職員

　　　　オ　特殊勤務手当

　　　　カ　その他の手当

※(2)及び(3)は、会計年度任用職員を含まない。

支給期別支給率 支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

2.30 2.35 4.65 

（1.20） （1.25） （2.45）

給料総額に対する比率（％） 0.04

支給対象職員の比率　（％） 0.88 し尿処理業務従事手当2名

代表的な特殊勤務手当の名称
・社会福祉業務従事手当・し尿処理業務従事手当
・有害鳥獣処理業務従事手当

区　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同じ

住居手当 同じ

通勤手当 同じ

区　分
職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

備　考

令和7年度 有

区　分 支給対象職員／全職員 備考
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 地方債の令和5年度末及び令和6年度末における現在高並びに令和7年度における

 現在高の見込みに関する調書

 （単位 千円）

１．公共事業等債 124,606 108,549 47,000 14,764 140,785

２．防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 990,560 897,412 0 93,149 804,263

３．公営住宅建設事業債 154,930 112,883 0 35,596 77,287

４．災害復旧事業債 111,948 97,071 2,600 19,871 79,800

５．（旧）緊急防災・減災事業債 0 0 0 0 0

６．全国防災事業債 141,919 117,085 0 19,465 97,620

７．学校教育施設等整備事業債 135,095 110,774 0 24,322 86,452

８．一般廃棄物処理事業債 165,426 151,639 0 13,787 137,852

９．一般補助施設整備等事業債 195,832 158,818 0 37,014 121,804

10．施設整備事業債 376,775 346,893 0 29,882 317,011

11．一般単独事業債 5,193,088 4,687,097 391,500 670,561 4,408,036

12．辺地対策事業債 132,829 98,482 0 19,976 78,506

13．過疎対策事業債 664,600 962,131 1,033,900 16,507 1,979,524

14．厚生福祉施設整備事業債 0 0 0 0 0

15．地域改善対策特定事業債 0 0 0 0 0

16．財源対策債 39,879 32,758 0 5,187 27,571

17．臨時財政特例債 0 0 0 0 0

18．減税補てん債 5,895 2,533 0 1,604 929

19．臨時税収補てん債 0 0 0 0 0

20．臨時財政対策債 3,656,297 3,297,126 0 358,797 2,938,329

21．減収補てん債 18,700 17,605 0 1,095 16,510

22．調整債 0 0 0 0 0

23．京都府貸付金 0 0 0 0 0

24．その他 998 626 0 376 250

小　　　　　計 12,109,377 11,199,482 1,475,000 1,361,953 11,312,529

25．特定資金公共投資事業債 0 0 0 0 0

26．災害援護資金 0 0 0 0 0

合　　　　計 12,109,377 11,199,482 1,475,000 1,361,953 11,312,529

＊令和7年度中起債見込額には、令和6年度からの明許繰越額54,900千円を含む。

令和7年度中増減見込

区　　　　分
令 和 5 年 度
末 現 在 高

令 和 6 年 度
末 現 在 高

令 和 7 年 度 末
現 在 高 見 込 額令 和 7 年 度 中

起 債 見 込 額
令 和 7 年 度 中
元金償還見込額
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